
１．はじめに

　気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の 3つの作
業部会は，最新の知見を取りまとめた第 6次評価報告
書１）を 2021年 8月から順次公表し始めた。現時点で公
表されている第 1作業部会報告書（自然科学的根拠）に
は，「将来ありうる気候」としてこれまでよりも一層厳
しい予測結果が記述されている。このような地球規模の
気候変動は，大雨や強風の激化によるリスクの増加とし
て鉄道に直接的に影響するため，激甚化する気象災害へ
の備えとなる技術開発は喫緊の課題といえる。そこで本
報告では，我が国における気候変動の状況を俯瞰した上
で，それを背景として鉄道総研で進めている研究開発の
概要を紹介するとともに，将来の防災技術を展望する。

２．我が国における気候変動の影響

　現時点（2021年 12月時点）で公開されている IPCC
の第 6次評価報告書は，第 1作業部会が取りまとめた
気候変動に関する自然科学的根拠に関する報告である。
同報告書には，これまでの気象データの分析結果を基に，
気候の現状と将来ありうる気候等について様々な知見が
述べられている。この中で，将来の気候として，大雨の
頻度と強度の増加，強い熱帯低気圧の割合の増加は，温
暖化の進行に直接関係して拡大すると述べられている。
　この記述に関連するデータとして図 1がある。この図
は，気象庁が全国約 1300のアメダス観測点で 1976年
から 2020年の間に観測した 1時間あたり 80mm以上の
短時間強雨の発生回数の推移２）を示している。図が示
す通り短時間強雨は明確な増加傾向にあり，この傾向は
前述の IPCCの報告書を裏付けている。

　また，図 2は，地域特別気象センター（RSMC）の東
京センターが公開している台風のベストトラックのデー
タ（観測データを事後に検討・精査した確定値）を基に，
台風の強さの経年変化について整理したグラフである。
上側のグラフは，年毎に発生した台風の最低気圧の平均
値の推移を示し，また，下側のグラフは，最大風速が
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100m/sを超える台風の発生個数の各年の台風発生個数
に対する割合の変化を示している。両者とも増減を繰り
返しながらわずかではあるが増加する傾向を示してい
る。このようなデータには「強い熱帯低気圧の割合の増
加」の傾向は顕著には表れていない。一方で，令和元年
東日本台風のように，強い勢力を有する台風による被害
の大きさを鑑みれば，強い熱帯低気圧に対する警戒を緩
めることはできない。

３．防災に関する技術開発

　前章で示したような気象の激化を想定し，防災技術と
して取り組むべき研究課題について述べる。
　大規模な被害の発生が想定される場合に，急な列車の
運休による混乱を避けるため，計画運休を実施するケー
スが近年増えている。計画運休は，混乱を防ぐという目
的において，特に大都市圏で大雨や大雪が想定される場
合に効果が大きいと考えられる。その一方で，安定輸送
に及ぼす影響も大きいため，過不足のない運休の判断と
解除の必要性が高い。
　また，激甚な災害の事例に共通する点として広域災害
が挙げられる。図 3は平成 30年 7月豪雨でこれまでの最
大観測値を更新した地点と，この大雨によって被災した
JRの各線区を被災日とともに示している。この災害事例
のように，広い範囲にわたり過去に例を見ない大雨が生じ
た場合，広範囲に多数の災害が短期間に発生する可能性
がある。このような場合，状況の把握だけでも多くの時間
を要することが考えられる。また，被災状況から必要な措
置を検討できる人員は限られており，個々の被害箇所に対
する対応を決定するためにさらに多くの時間が必要となる
ことが想定される。したがって，広範囲に発生する多数の
被災箇所の状況を短時間で把握して，それぞれの被災状
況に適合した措置を迅速に決定することの必要性は高い。
　さらに，鉄道のみならず我が国が有する大きな問題と
して，少子化による労働人口の減少や社会インフラの老

朽化がある。これらの問題の影響を鉄道防災の観点から
考えた場合，災害発生等の異常時対応に限らず，常時に
おける検査の効率化が課題として挙げられる。これらの
課題に対しては，維持管理と取り替えをいかに効率的に
進められるかが重要であり，防災に資するメンテナンス
の技術開発の必要性は高いと考えられる。
　以上のような課題を解決するためにはデジタル技術の
導入が不可欠であり，各種の情報を如何に活かすかが重
要な鍵であると考えている

４．課題解決の取り組み

4. 1　降雨時運転規制の高度化
　2020年度からスタートした鉄道総研の基本計画 RE-
SEARCH2025では，激甚化する気象災害への対応技術と
して，強雨および強風時の運転規制の高度化技術の開発に
取り組んでいる。両者とも既存のセンシングデータを列車
の運行情報としてリアルタイムに活用することで，安全を
確保した上でダウンタイムを短縮することを目指している。
　降雨時の運転規制については，地形や地質を考慮した
斜面の安定度の降雨に伴う変化を反映した高度な運転規
制方法の開発を狙っている。この手法では，数値地形情
報や概略の地質情報を用いて降雨による地盤内の水分量
の変化を逐次計算して斜面の安定度を求める３）。ここで，
沿線に存在する膨大な数の斜面の全てに対して安定度の
逐次計算を実施することは計算リソースの面で限界があ
る。実用にあたっては，沿線のなかで安定度の変化を監
視すべき箇所を絞り込み，選定した箇所について安定度
を計算する必要がある。そこで，線区の中で降雨時に安
全度を監視すべき箇所を，数値地形情報を用いて選定す
る手法の開発を進めている。図 4には，開発中の手法に
よる集水範囲の表示例を示している。線路際の斜面の集
水範囲が線路のどの箇所に影響を及ぼすかが理解でき，
このような情報に斜面や線路設備の情報を加えること
で，監視すべき箇所を自動的に選定する手法の開発に取
り組んでいる。この手法で選定された箇所に対して斜面

図３　�平成 30年 7月豪雨で観測史上1位を更新した
地点の分布とJRの被災線区

図４　地形解析による評価対象箇所の選定
（薄黄色が集水範囲の表示例）
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の安定度を逐次評価することで，精度の高い降雨時運転
規制に繋がると考えている。

4. 2　強風時運転規制の高度化
　強風時の運転規制については，沿線に離散的に設置さ
れている風速計による運転規制に替えて，密度の高い二
次元的な風速分布を逐次評価した上で，その情報を利用
した運転規制方法の開発を進めている。開発にあたって
は，地形や沿線の建物の情報を考慮した気象解析を実施
し，沿線の観測点で測定された気象データをリアルタイ
ムに分析して，観測点間の風速を補間して図 5のように
風速分布をマップ上に示す手法の作成に取り組んでい
る。また，過去の強風災害データを収集・分析して，風
の強さと発生しうる被害の種類を関連付けて，マップ上
のどの範囲でどのような形態の強風被害が発生する可能
性があるかを示すシステムの作成を進めている。これら
の風速分布に関する高密度かつ動的な情報を利用するこ
とで，より精度の高い強風時の運転規制を実施すること
ができ，ダウンタイムの短縮に繋がると考えている。
　さらに，強風については吹き止みの判断に関する研究
も進めている。雨雲の移動を気象レーダーで追うことで
その盛衰をある程度予測できる降雨と異なり，強風の終
息を観測値のみから判断することには限界がある。そこ
で，台風や前線の通過といった気象イベント別に強風の
盛衰パターンを分析し，強風の終息を予想する手法の作
成を進めている。強風リアルタイムハザードマップと強
風終息の予測手法を合わせることで，ダウンタイムの短
縮を図りたいと考えている。
　この他に，運転規制の閾値の検討に確率論的リスク評
価を導入する手法について研究を進めている。これら一
連の技術開発を進めることで，精度が高く，かつ，実効
性のある運転規制の実現に貢献できると考えている。

4. 3　施設の状態評価
　運転規制の高度化に関する技術開発と並行して，施設
の状態評価に関する研究開発を進めている。ここでは，

降雨によって被災した盛土の状態評価技術と異常増水時
の橋脚基礎周辺地盤の洗掘に対する安全性評価技術につ
いて紹介する。
4. 3. 1　被災斜面の性能判断
　降雨によって盛土が被災する形態にはいくつかのパ
ターンがあるが，その中でも多く見られる被災形態とし
て盛土のり尻の崩壊がある。その規模は，のり尻からの
り肩にかけて大きく崩壊するケースやのり先のみ崩れる
ケースなど様々である。ここで，列車による荷重を支持
できる被災規模を明らかにしておくことで，被災盛土に
対する緊急的な列車の運行の可否を，技術的根拠をもっ
て迅速に判断することが可能になる。そこで，被災規模
と盛土の安定度との関係性の解明に取り組んでいる。図
6は，実物大の模型盛土に降雨を模擬した散水を行い，
地下水位の上昇と飽和度の増加により盛土の一部が崩壊
した状態を再現し，その上で，列車荷重を作用させて崩
壊規模と盛土の残存耐力との関係を明らかにする実験の
様子を示している。また，このような模型実験の結果を
再現する解析方法を明らかにし，様々な条件での崩壊規
模と盛土耐力との関係を解析により明らかにして被災盛
土の安定性評価の一般化を目指している。
　また，耐力が不足すると判断される崩壊規模の盛土に
対する緊急的な運転再開のための補強対策の開発にも取
り組んでいる。これら一連の技術は，平成 30年 7月豪
雨のような広範囲に複数の災害が発生するケースへの活
用を想定している。例えば，ドローンを使用して沿線の
点検を短時間で行い，集録した画像により把握した被災
状況から緊急的な運行再開の可否や必要な補強工の選定
を迅速に判断することが可能になると考えられる。点検
の省力化や被災後の復旧計画の迅速な作成が可能とな
り，ダウンタイムの短縮に貢献できる技術と考えている
4. 3. 2　増水時の橋脚の洗掘モニタリング
　斜面崩壊のほかに強雨によってもたらされる災害とし
て，河川の異常増水による橋梁の損傷・流出が挙げられ
る。2021年の 8月に発生した前線による大雨でも，中
部地方や九州地方で複数の橋梁が被害を受けた。このよ
うな橋梁の被害としては，大きく分けて桁の高さまで河

図６　実物大模型盛土を用いた崩壊実験
図５　強風リアルタイムハザードマップ（イメージ）

（風速分布をコンターで示す）
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川水が増水してその水流によって桁が流されるケース
と，橋脚の基礎地盤が水流によって流されて橋脚が転倒・
倒壊する洗堀被害の二種類がある。このうち後者につい
ては，洗堀が発生した場合でも橋脚に傾斜などの顕著な
変状が現れていないケースがあり，この場合，列車荷重
に対する安定度が維持されているか否かを増水している
状態で確認することが困難であった。そこで鉄道総研で
は，増水時の橋脚の微動から求めた固有振動数の変化に
よって橋脚の安定度をモニタリングするシステムを開発
してきた。図 7は，開発したシステムによる固有振動数
の同定性能を検証するために実施した模型実験の様子を
示している。ここで，橋脚に設置したセンサーにより計
測した微動を用いて橋脚の固有振動数を求めるために
は，擾乱として計測データに含まれる地盤から伝わる振
動の成分を除去して，橋脚そのものの振動を取り出す必
要がある。開発したシステムは，図 7のように橋脚天端
の 2箇所で微動を測定し，それらのデータを用いること
で地盤の振動を分離する仕組みとなっている。
　この洗堀モニタリングシステムを用いることで，常時
から異常増水時まで橋脚の安定度を連続的に確認するこ
とができ，河川水位の低下を待たずに安全性を評価する
ことで早期運転再開や必要な措置を迅速に判断できると
考えている。

５．さらなる安全・安定輸送のための技術開発

　激甚化する気象災害に対する鉄道の強靭化に資する技
術開発として，運転規制の高度化や施設の状態評価手法
に関する研究開発の取り組みについて紹介してきた。い
ずれの技術開発についてもセンシングデータをどのよう
に鉄道の安全・安定輸送に活用していくかという取り組
みとして位置付けることができる。これらのセンシング
データについては，近年の通信技術の進歩により，大容
量のデータを高速で得ることができるようになってきて
いる。また，インターネットを介することで，多岐にわ
たる情報を部外からも容易に入手できるようになってき

ている。図 8に示す様に，これらの部外の情報と従来か
ら保有する部内の情報とを合わせて活用することで，さ
らに有効性の高い防災情報システムとしてのリアルタイ
ムハザードマップを作成できると考えている。
　このようなデジタルデータの利用に関する先を見据え
た取り組みの例として，衛星情報の利用に関するテーマ
を進めている。今後，多数の小型衛星が打ち上げられ，
そのデータの入手が容易になることを想定して，これを
鉄道防災に利用するための研究を実施している。

６．まとめ

　本稿では，激甚化する気象災害に対する鉄道の強靭化
に関して現在進めている研究開発を中心に，その取り組
みを紹介した。このほかにも，土石流危険箇所の評価方
法，老朽のり面の安全性評価のための調査方法の開発，
岩盤の劣化メカニズムの解明，気象レーダーを用いた降
雪分布の評価方法，着落雪量の推定手法など，防災に関
わる評価技術の開発に幅広く対応している。これらの研
究開発をとおして，鉄道のレジリエンス向上に継続的に
貢献していきたいと考えている。

　本稿で紹介した研究の一部は，国土交通省交通運輸技
術開発推進制度により実施した。
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図７　洗掘モニタリングシステムの検証実験 図８　実物大模型盛土を用いた崩壊実験
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■　2022 年 4 月号（特集：防災技術）の訂正

展望解説の脚注，図中，図のキャプションおよび本文中に誤りがありました。
以下のように訂正させて頂き，お詫び申し上げます。

【脚注表記】
　【誤】防災技術研究部長
　【正】防災技術研究部長（現　京都大学）

【訂正箇所①】
　P.1　図 2の下の縦軸と図 2のキャプション

　【誤】  

図２　各年に発生した台風の
（上）最低気圧の平均値

（下）最大風速100m/s 以上の台風の割合

修正箇所

修正箇所

　【正】  

図２　各年に発生した台風の
（上）最低気圧の平均値

（下）最大風速100knot(=51.44m/s) 以上の台風の割合

【訂正箇所②】
　P.2　左段 1行目
　【誤】　100m/s を超える・・・
　【正】　100knot（＝ 51.44m/s）を超える・・・


